
（令和 7 年１月１日から令和 7 年 12月 31 日までの収入金額等)

（1）    ………それぞれの収入金額を記入してください。

（2）    ………下記、所得金額表「　 総合譲渡・一時所得」欄の「収入金額－必要経費－特別控除」の

金額を記入してください。ただし、総合譲渡の短期と長期がある場合の特別控除額は、ま

ず短期譲渡所得から引き、その残額を長期譲渡所得から引いてください。

それぞれの収入金額からそれぞれの必要経費を差し引いた金額を記入してください。所得金額調整控除が

ある場合には、給与所得金額を下記表で出した後に所得金額調整控除を引いてください。

ただし、⑩には、「⑦＋⑧＋⑨」、　には、「　＋（　 　　＋ 　）×1/2」の金額を記入してください。

（令和 7 年１月１日から令和 7 年 12月 31 日の所得)

11

ス

11

11

ア コ

サ ス

株式・出資の配当、余剰金の分配などの所得

（上場株式等に関するものは申告不要。※大口株主を除く）



給与等の収入金額が850万円を超え、次のいずれかに該当する場合

・本人が特別障害者に該当する

・年齢23歳未満の扶養親族を有する

・特別障害者である同一生計配偶者若しくは扶養親族を有する

給与所得控除後の給与等の金額および公的年金等に係る雑所得の金額があり、給与所得
控除後の給与等の金額および公的年金等に係る雑所得の金額の合計額が10万円を超え
る場合

所得金額調整控除額＝(給与等の収入額(1,000万円を超える場合は1,000万円)－850万円)×10％

◎所得金額調整控除

⑴

⑵

　下記に該当する場合は、給与所得控除後の金額から所得金額調整控除が控除されます。

ただし、(1)の場合で「配偶者（特別）控除」の対象とならない同一生計配偶者であって、特別

障害者に該当する人がいる場合または、「控除対象扶養親族」、「16歳未満の扶養親族」

の対象とならない特別障害者または23歳未満の扶養親族がいる場合は、申告書裏面の　

に対象者の情報を記載する必要があります。 

給与（賞与含む）、賃金等の所得

（総収入金額を　 に記入してください。）

※　下記所得金額調整控除もご確認ください。

●給与所得の金額は、次の表によって計算できます。

　また、所得金額調整控除の適用がある場合は、その控除額を控除した残りの金額を申告書

　⑥欄に記入してください。

10

所得金額調整控除額＝ －10万円 

※ ⑴の控除がある場合は、⑴の控除後の金額から控除します。

給与所得控除後の給与等の金額      公的年金等に係る雑所得の金額
    (10万円を超える場合は10万円)  　      (10万円を超える場合は10万円)

＋

カ

（算出金額：A）

給与等の収入

金額の合計額

を「４」で割っ

て千円未満の

端数を切り捨

てた金額

給与等の収入金額 給与所得

控除後の金額
給与所得控除後の金額

から

651,000 1,899,999

まで

給与等の収入金額

から まで

650,999まで

1,900,000 3,599,999
「Ａ×2.8－80,000」

で求めた金額

「Ａ×3.2－440,000」

で求めた金額

「給与等の収入金額の合計額×0.9－1,100,000」

で求めた金額

「給与等の収入金額－1,950,000」で求めた金額

3,600,000 6,599,999

6,600,000

8,500,000以上

8,499,999

0

給与等の収入

金額の合計額

から650,000を

控除した金額

⑪

総

合

譲

渡

・

一

時

業務

その他

申告書の
　、⑧及び
⑩

申告書の
　、⑦及び
⑩

申告書の
　 、⑨及び
⑩

申告書の
　、 及び
⑪

ス

申告書の
　及び⑪

譲渡した資産の取得費

と譲渡するために要し

た費用 ( 特別控除額は

50 万円かその譲渡益の

いずれか少ない方 )

生命保険の個人年金、互助年金、暗号資産などの上記以外

のものによる所得

その収入を得るために支

出した費用 ( 特別控除額

は 50 万円か収入―経費

のいずれか少ない方 )

公的年金等の収入金額
公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額

1,000万円以下

収入金額－1,100,000円 収入金額－1,000,000円 収入金額－900 , 0 0 0円

収入金額×0.75－275,000円 収入金額×0.75－175,000円 収入金額×0.75－75,000円

収入金額×0.85－585,000円 収入金額×0.85－485,000円収入金額×0.85－685,000円

収入金額×0.95－1,355,000円 収入金額×0.95－1,255,000円収入金額×0.95－1,455,000円

3,299,999円まで

10,000,000円以上 収入金額－1 , 9 5 5 , 0 0 0円 収入金額－1,855 ,000円　 収入金額－1 , 7 5 5 , 0 0 0円

収入金額×0.75－275,000円 収入金額×0.75－175,000円 収入金額×0.75－75,000円

収入金額×0.85－585,000円 収入金額×0.85－485,000円収入金額×0.85－685,000円

収入金額×0.95－1,355,000円 収入金額×0.95－1,255,000円収入金額×0.95－1,455,000円

収入金額－1 , 9 5 5 , 0 0 0円 収入金額－1,855 ,000円　 収入金額－1 , 7 5 5 , 0 0 0円

3,300,000円から

4,099,999円まで

4,100,000円から

7,699,999円まで

7,700,000円から

9,999,999円まで

2,000万円超え
1,000万超え
2,000万円以下

公的年金等の収入金額
公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額

1,000万円以下

収入金額－600 , 0 0 0円 収入金額－500 , 0 0 0円 収入金額－400 , 0 0 0円1,299,999円まで

10,000,000円以上

1,300,000円から

4,099,999円まで

4,100,000円から

7,699,999円まで

7,700,000円から

9,999,999円まで

2,000万円超え
1,000万超え
2,000万円以下

36

36

（1）



⑪

総

合

譲

渡

・

一

時

業務

その他

申告書の
　、⑧及び
⑩

申告書の
　、⑦及び
⑩

申告書の
　 、⑨及び
⑩

申告書の
　、 及び
⑪

ス

申告書の
　及び⑪

⑩

雑

譲渡した資産の取得費

と譲渡するために要し

た費用 ( 特別控除額は

50 万円かその譲渡益の

いずれか少ない方 )

生命保険の個人年金、互助年金、暗号資産などの上記以外

のものによる所得

その収入を得るために支

出した費用 ( 特別控除額

は 50 万円か収入―経費

のいずれか少ない方 )

公的年金等の収入金額
公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額

1,000万円以下

収入金額－1,100,000円 収入金額－1,000,000円 収入金額－900 , 0 0 0円

収入金額×0.75－275,000円 収入金額×0.75－175,000円 収入金額×0.75－75,000円

収入金額×0.85－585,000円 収入金額×0.85－485,000円収入金額×0.85－685,000円

収入金額×0.95－1,355,000円 収入金額×0.95－1,255,000円収入金額×0.95－1,455,000円

3,299,999円まで

10,000,000円以上 収入金額－1 , 9 5 5 , 0 0 0円 収入金額－1,855 ,000円　 収入金額－1 , 7 5 5 , 0 0 0円

収入金額×0.75－275,000円 収入金額×0.75－175,000円 収入金額×0.75－75,000円

収入金額×0.85－585,000円 収入金額×0.85－485,000円収入金額×0.85－685,000円

収入金額×0.95－1,355,000円 収入金額×0.95－1,255,000円収入金額×0.95－1,455,000円

収入金額－1 , 9 5 5 , 0 0 0円 収入金額－1,855 ,000円　 収入金額－1 , 7 5 5 , 0 0 0円

3,300,000円から

4,099,999円まで

4,100,000円から

7,699,999円まで

7,700,000円から

9,999,999円まで

2,000万円超え
1,000万超え
2,000万円以下

公的年金等の収入金額
公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額

1,000万円以下

収入金額－600 , 0 0 0円 収入金額－500 , 0 0 0円 収入金額－400 , 0 0 0円1,299,999円まで

10,000,000円以上

1,300,000円から

4,099,999円まで

4,100,000円から

7,699,999円まで

7,700,000円から

9,999,999円まで

2,000万円超え
1,000万超え
2,000万円以下
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